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□歴史的な180国会閉幕、二大政党の党首選挙の焦点
　長かった第180回通常国会が終わった。社会保障・税一体改革関連法案を成立させたという点で、歴史に残る国会であったことは言うまでもあるまい。今、民主党も自民党も代表選挙と総裁選挙を繰り広げようとしているのだが、この「三党合意」をどのように引き継いでいくのかが問われている。もちろん、野田総理は出馬され、「三党合意」を継承していくことは当然なのだが、細野原発担当大臣の不出馬の後に民主党内で対立候補として浮かんでいる方たちは、選挙を前にして消費税増税に国民の批判が出てくることへの怯えを抱いた議員の声を反映しようとしているのだろうが、如何せん力不足は否めない。対する自民党の内部も、問責への賛成という決断があっても、谷垣総裁は当然三党合意を継承するのだろうが、上げ潮派の方たちは増税に対して否定的であり、大阪維新の会との提携も視野に入れていることは前号で指摘してきた。やはり、今後の政局はこの「三党合意」を守るのかどうかが大きな争点になっていくことが、民主・自民両党の党首選挙でも表れているように思われる。今後の党首選挙、とりわけ自民党内の候補決定は、民主党の野田総理が勝利することは確実と見られているだけに、野田民主党との距離感が大きくものを言いそうになってくる。今後の展開を注目していきたい。
□「三党合意」の生みの親、与謝野馨前大臣の引退
　民主・自民の党首選挙で賑やかな中で、一人の政治家の引退が報道されていたことが目に付いた。それは、与謝野馨前社会保障・税一体改革担当大臣である。引退の理由は、がんの手術を受けた後、「声を失ったため」という。最近では、筆談によって会話をされているとのことだ。健康に留意をされ、今後の「三党合意」の行く末を見守っていただきたいものである。与謝野さんが菅内閣の大臣に就任されたのが2011年1月、その前年の12月に立ち上がれ日本との連立の話が壊れたときからその去就に注目してきたのだが、ご自身が麻生内閣の財務大臣時代に、2009年の税制改正法案附則104条を書き込んできたことを、菅内閣の下で実現させようとする思いが強かったことが、民主党政権を厳しく批判されていたにもかかわらず入閣され、その法案化実現にまい進されたのである。
その点について、野党に転落した直後に書かれた『民主党が日本経済を破壊する』(文春新書2010年1月刊)の最後に次のような言葉がある。
　　「野に下った私とて、もう黙って見ているわけにはいかない。このままいつまでも民主党に政権を任せておくわけにいかない。次の世代のための政治を築きあげるために積極的に行動し、貢献したい。これが自分の政治家人生、最後の使命だと思っている。」(251ページ)
その意気込みは、社会保障・税一体改革に向けての有識者会議などの場で、ひしひしと感ずることができた。民主党内からは、消費税の引き上げを進めようとすることに対して厳しい批判の声が与謝野大臣に向けられたこともあったが、堂々と反論されていた姿が目に焼き付いている。今度の国会で、「三党合意」という形で附則104条に記載されていた課題、とりわけ消費税率の二段階にわたる引き上げによって10%へと引き上げることが実現できたことは、心の底から喜んでおられたに違いない。法案成立後、総理官邸で、与謝野前大臣に対するねぎらいの昼食会が持たれたという報道に接した時、一番苦労されたのは野田総理であったことは言うまでもないが、昨年7月1日に社会保障・税一体改革の閣議決定原案を作るうえで、強力なリーダーシップを発揮された与謝野前大臣の果たされた役割は、特に高く評価されてしかるべきだったと思う。
□与謝野発言「自民党は社民主義の党」に唖然、しかし納得
与謝野前大臣と2009年3月の参議院の予算委員会だったか財政金融委員会であったのか不明なのだが、「附則104条」に関連して質問をさせていただいた際に、「自民党は社会民主主義の政党なんだ」という答弁をされたとき、一瞬「ええ!」という言葉を発したように思う。「まさか自民党が社会民主主義の政党とは」という疑いの思いを持っていたのであるが、何故かその後ゆっくり考えてみると、それもありかな、という感じを持ちつつあったことを記憶している。というのも、かつて自分が所属していた社会党(今の社民党)は、米ソの冷戦の下で社会民主主義というよりは共産主義に近い「社会主義」を目指した時期があり、1960年代においても「社会保障の充実は資本主義の矛盾を覆い隠し、その延命に手を貸すものではないか」といった議論が展開されていたことを思い出したのである。そうした社会党の政権政党への脱皮ができない中で、国民の福祉への要求を一定程度実現してきたのも自由民主党であったわけで、そのことを通じてキャッチ・オール・パーティ(包括政党)として、長い間政権政党としての存在感を高めていたのである。
その点について与謝野前大臣は、先に引用した著書の中で次のように指摘されていることにも注目すべきであろう。
　「自民党は正式名称は言うまでもなく『自由民主党』という立派な名前だが、税制と社会保障制度に限っては、戦後長く、実は極めて欧州社民主義に近い路線を歩んできたと私は認識している。福祉社会を創ろうと最初に提唱したのはかつての民社党だが、国民政党を名乗り、融通無碍が特質の一つである自民党がそういうものを吸収しながら政権を維持してきた。
　会議(「安心社会実現会議」のこと、峰崎記)立ち上げの旗を振り、社会保障、雇用から日本の社会のあり方についてまで踏み込んで議論を進めた担当大臣として私の責任は重いと自覚している。党派を超えて具体化を進めよという有識者の皆さんのご提言である。今後どのような立場に置かれようとも、政治の場でこの報告書に超党派で息吹を吹き込んでいかなければならないと心に誓っている」(239~240ページ)　
□「社会保障制度改革国民会議」の早期開始と決められる政治を
今まさに社会保障・税一体改革の「三党合意」が成立し、今後は1年以内に「社会保障制度改革国民会議」の場で社会保障の中身が論議され、今後の国民生活のありようが論議されようとしている。その「三党合意」が、民主党と自民党の党首選挙の行方如何によっては破棄されるかもしれない中で、与謝野前大臣のこのような思いを深くかみしめてほしいものである。はたして、「社会保障制度改革国民会議」がいつ、どのようにスタートが切れるのか、全く不明ではあるが、厳しい財政赤字や少子高齢社会の下での社会保障の持続可能な改革案を作ることが、今こそ求められている時はない。民主・自民・公明三党の英知を結集して、決められる国会、決められる政治を実現するよう真剣に努力してもらいたいものだ。　
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